各　　　位

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小城市役所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農林水産課農政企画係

認定農業者に関する情報提供に係る同意書について

　平成16年3月より認定農業者に認定された際に、支援措置を行う関係機関等へ通知をすることになっています。

　農業経営改善計画認定書を申請される際に同意書の提出も合わせてお願いします。

　

（情報提供の趣旨）

認定農業者に対しては、

1 農用地の利用集積の促進

2 スーパーＬ資金等の低利資金の融通

3 農業者年金における保険料補助

4 経営相談の実施

等の支援措置が関係機関等により行われることとなっています。

こうした支援措置が認定農業者に迅速かつ的確に講じられるためには、支援措置を実施する関係機関等が支援対象者となる認定農業者を的確に把握できるようにしていく必要があります。

このため、認定農業者に認定されたことを関係機関等へ通知します。

提供する内容が個人情報であり、一律的な取扱いは適当ではないため、情報提供することに同意を得た関係機関等のみ通知しますので、別紙の同意書に通知してほしくない情報の内容、関係機関等に取り消し線を入れて下さい。

　

	問い合せ先

小城市役所 産業部

農林水産課 農政企画係

TEL（0952）37－6125


□ 農業経営改善計画　　□ 青年等就農計画
の認定に係る個人情報の取扱いについて

	小城市は、農業経営改善計画又は青年等就農計画（以下「経営改善計画 等」という。）の認定に際して得た個人情報について、個人情報の保護に関する 法律（平成15年法律第57号）等に基づき、適正に管理し、本認定業務の実施のために利用します。
また、小城市は、本認定業務のほか、地域計画の作成・見直し、農業委員会の委員の任命、農業協同組合の理事等の選任その他の経営改善等に資する取組に活用するため、必要最小限度内で、下記の関係機関へ提供する場合があります。
このほか、経営改善計画等の実施状況や専門家からの助言等の内容についても、指導等を実施する際のデータとして活用するため、関係機関へ提供する場合があります。
提供する情報の内容
①認定農業者又は認定新規就農者の氏名（法人にあっては名称及び代表者名）情報の内容及び年齢、②住所、③経営改善計画等の認定の有効期間、④経営改善計画等の内容、⑤経営改善計画等の実施状況や専門家からの助言等の内容　等
情報を提供する　関係機関
国、都道府県、市町村、地域農業再生協議会、農業委員会ネットワーク機構、農業委員会、農業協同組合連合会、農業協同組合、土地改良区、農地利用改善団体、農地中間管理機構、普及指導センター、青年農業者等育成センター、株式会社日本政策金融公庫、独立行政法人農業者年金基金　等
（※　その他追加する機関があれば明確にすること）



	　個人情報の取扱いの確認（共同申請の場合は申請者全員の記名を記載すること）

	「個人情報の取扱い」に記載された内容について同意します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　氏名（名称・代表者）　　　　　　　　　　　　　　


以下の個人情報の取扱いについてよくお読みになり、その内容に同意する場合は「個人情報の取扱いの確認」欄に記名願います。








